


















































































張した初代の経済計画庁長官（Le Commissariat Général au Plan）に就任したジャン・
モネ（Monnet, Jean）が、1947年から「近代化・設備計画（Le Plan de Modernisation 






























































た。新政権では、従来の国民経済・財務省（Ministère de l’Économie nationale et des 







































































シラク政権に続いて2007年5月に勝利した与党UMP（Union pour un Mouvement 
Populaire：国民運動連合）のニコラ・サルコジ（Sarközy,Nicolas）大統領は、さらに市
場重視路線を進めることで経済改革を続行することを強調していた。実際に、2008年
















（12） 「Décret n°2005-1021 du 25 août 2005 relatif à l’Agence de l’innovation industrielle」. 本庁の運
営・監督は独立した監視評議会（conseil de surveillance）が任務にあたる。












（19） 2007年8月、「大学の自由と責任に関する8月10日の2007-1199号の法律（Loi n°2007-1199 du 10 août 
2007 relative aux libertés et responsabilités des universités）」に基づく。サルコジの大学改革
















力および雇用のための税額控除制度（CICE：crédit d’impôt pour la compétitivité et 
l’emploi）」を導入し、労働コストの削減により企業競争力を回復させようとした（21）。
また、2013年6月には「雇用の安定化に関する6月14日の2013-504号の法律（Loi n°2013-


























号の法律（Loi n° 2015-990 du 6 août 2015 pour la croissance, l’activité et l’égalité des 
chances économiques）｣（通称 ｢マクロン法｣）が成立する（23）。
また、労働法の改革として2016年8月に「雇用、社会的対話の現代化、およびキャ
リアパスの確保に関する8月6日の2016-1088号の法律（Loi n°2016-1088 du 8 août 2016 


























































（28） 「2018年予算のための2017年12月30日の2017-1837号の法律 （Loi n°2017-1837 du 30 décembre 2017 de 
finances pour 2018）」. およびマクロン政権期間中の5年間の財政プログラムを策定した「2018年から2022
年の財政プログラムのための2018年1月22日の2018-32号の法律（Loi n°2018-32 du 22 janvier 2018 de 









































2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
名目GDP（10億ユーロ） 2,117 2,150 2,198 2,229 2,292 2,349
1人当たりのGDP（ユーロ） 33,238 33,575 34,190 34,568 35,465 36,292
実質経済成長率（%） 0.6 1.0 1.1 1.2 2.2 1.5
物価上昇率（%） 0.8 0.1 0.3 0.8 1.3 2.0











































































































normale supérieure）、 理 工 科 学 校（École Polytechnique）、 国 立 行 政 学 院（École nationale 
d'administration）においては準国家公務員としての給料が支給されるが、卒業後は一定期間、公務
員として働く義務もある。
日産自動車（2017年） ルノ （ー2017年） 三菱自動車（2018年）
売上高 11.9兆円 587.7億ユーロ 2.5兆円
販売台数 577万台 376万台 124万台




































（41） 「Décret n°2004-963 du 9 septembre 2004 portant création du service à compétence nationale 

















































































































































































































Business in France 2018 Welcome To France A Guide for Incomimg Talent』pp.16-17、および



































（55） フランス大統領官邸ホームページhttps://www.elysee.fr/ のActualité, Publié le 29 mars 2018








































日本 フランス 米国 英国 ドイツ 中国
2013年 72.2 47.3 29.0 43.9 34.4 36.0
2014年 74.6 43.3 27.0 39.2 33.8 34.6
2015年 73.1 n.a. 36.3 40.1 35.2 40.5
2016年 75.0 46.0 22.1 38.7 34.0 38.9
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